






































減税は ， S Fを高めることによって ， GF-TFを拡大させる。それは， Y=YF の維持のために






足 (SF+ZF>IF+XF， したがって (SF-1F) + (ZF-XF) >0 。ただし， Zは財貨・サー








率の増大という意味での「大きな政府」に転換せざるえない。つまり (SF-1 F)+ (Z F-
XF) > 0 という条件のもとでは，長期的な Y=YF という政策目標と「小さな政府」および「増
税なき財政再建」とは矛盾する。 r小さな政府」と「増税なき財政再建」を政策の「目標」とす






恒常的ないし傾句的に (S Fーヰ)+ (ZF-XF) = 0 とし寸状態にあるときには，この迷信は有
益無害である。しかし (SF-pj;y + (ZF-XF) > 0 という関係が長期的につづくときには，こ
の迷信は有害となる。あるいは， G F-TF= 0 であろうが， G F-TF> 0 であろうが，必ず(SF 























まず， SF>lp =1 F という形の超過貯蓄について考える。 SF>lp >1 Fのケースは，あとでと























の超過投資によって吸収された。ところが，この潜在的超過貯蓄は，昭和48- 9年の第 l 次石油
ショックによって一挙に拡大することになった。この突如として発生した供給ショックによって，





































，.ー=♂ー-.'+♂d YF -V YF 
であれ整理すると，
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であり(ただし，シdは民間可処分粗所得) ，平均税率を t であらわすと，上の関係は，





































だからである。ただし w*は家計の目標富比率であり，現実の比率 w=w*であるとする o ge は家





































下や高率課税のために， S F<Ij， という意味での貯蓄不足になっている経済も存在するかもしれ
ない。例えば，アメリカ経済がそのような貯蓄不足の状態にある，と多くの論者によって指摘さ
れている。しかし個人貯蓄に法人粗貯蓄を加えた民間総貯蓄についてみると，果してそうである
かどうか，疑問の余地なしとしない。もし SF<1予であるとすれば， 1 F=I予となった場合に，当
然に民間経済は投資超過となるわけだが，果してどうか。ともかく明らかなことは，アメリカの
(G-T) + (X-Z) > 0 であり，したがって現実にはS-1 >0 だということである。 もしも















(cTowding out) という効果をもっ乙とである。財政赤字が潜在的貯蓄超過分一 (SF-I F) + 
( ZF-XF) ーの範囲内であれば，この締出しはありえない，というのは単純にすぎる。という
のは， S F= ITF + (G F-T F) + (X F-X F) における貨幣貯蓄としてのSF をっくり出すのは，
右辺であって，その逆ではないからである。まず公債の民間への売却によって財政赤字資金を調









である。「適度j とは， SF<IDF+ (XDF-ZF) という超過需要をっくり出す低利子率とそれに
完全成長と財政政策 13 
もとづく円安である。なお， ID と XDとは投資需要と輸出需要である。しかしこのような超過需
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